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理想の未来像

地域の未来像と事業計画（Plan）をどう考えるか

現在

理想の未来像から逆算して計画を立てる:
未来が起点、⾧期的で理想的な目標設定

バックキャスティング

現状と経過から将来を見通して計画を立てる:
現在が起点、短・中期的で現実的な目標設定

フォアキャスティング

現在から
想定される未来像
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3年後の未来像

現在

介護保険事業計画（3年間）の場合

①大目標 (ビジョン)

②中目標
・中目標1
・中目標2
・中目標3…

③施策と小目標
施策・
小目標

施策・
小目標

施策・
小目標

現在地

●バックキャスティングによる検討例

④各目標の達成・進捗状況を何によって評価するか



理想の未来像

現在

①大目標 (ビジョン)

②中目標
・中目標1
・中目標2
・中目標3…

③施策と小目標
施策・
小目標

施策・
小目標

施策・
小目標

現在地 R10ニーズ調査・既存データ

R7ニーズ調査・既存データ

④各目標の達成・進捗状況を何によって評価するか

ニーズ調査・既存データで地域全体の変化を捉える

●バックキャスティングによる検討例
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令和7年度
時点

各目標と対応する指標設定の事例

山形市高齢者保健福祉計画（第9期介護保険事業計画）より

運動機能の
維持・向上

週2回以上の
外出割合増加

社会参加
割合の向上

主観的健康感・
幸福感向上

大目標の指標中目標の指標小目標の指標

参加者個人 地域全体

ロジックモデル※

※事業が最終目標（アウトカム）を達成するまでの論理的なつながり（想定される因果関係）を可視化した図



理想の未来像

現在

各目標

各目標

各目標

各目標の達成・進捗を
ニーズ調査・既存データによる
定点観測で評価
→最終目標を起点としたロジックモデル
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現在地

最終目標
（ビジョン）

R7ニーズ調査

R10
ニーズ調査

R13
ニーズ調査

R16
ニーズ調査

R19ニーズ調査

さらに⾧期の計画の場合

●バックキャスティングによる検討例
（ex. 12年間の●●計画）
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介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（ニーズ調査）

• 地域診断に活用し、地域の抱える
課題を特定すること
→①実態把握・計画策定

• 介護予防・日常生活支援総合
事業の評価に活用すること
→②効果評価

目 的

調査項目

その他

調査結果と個人が照合できる形式に
→個人レベルの追跡が可能に

必須35項目、オプション30項目
→オプション項目に「就労の状況」が追加
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ニーズ調査の目的①

実態把握・計画策定
【Plan】
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オプション項目（30項目）必須項目（35項目）設問内容No.

・介護の原因・主な介護者（2項目）
・住まいの状況

・家族構成・介護の有無（2項目）
・経済的な暮らしの状況

ご家族や生活
状況について問1

・外出を控えているか否かとその理由
・外出の際の移動手段

・運動器の機能・転倒（5項目）
・外出頻度・減少の有無（2項目）

からだを動かすこと
について問2

・むせることがあるか
・口の渇きが気になるか
・歯磨き・嚙み合わせ・入れ歯の手入れ（3項目）
・6か月間の体重減少の有無

・身⾧、体重（BMI）
・固いものが食べにくくなったか
・歯の数と入れ歯の利用状況
・共食の機会

食べることについて問3

・電話番号を調べて電話をかけるか
・今日の日付がわからない時があるか
・友人の家を訪ねているか
・家族や友人の相談にのっているか
他、高次生活機能に関する6項目

・趣味・生きがいはあるか（2項目）

・物忘れの有無
・バスや電車を使って外出しているか
・食品・日用品の買い物をしているか
・食事の用意をしているか
・請求書の支払いをしているか
・預貯金の出し入れをしているか

毎日の生活
について問4

・会・グループへの参加頻度（8項目）
・今後の参加意向（2項目）

地域での活動
について問5

・現在の就労状態・いつ引退したか（2項目）就労について問6

・困ったときに相談する相手
・友人・知人と会う頻度・人数・関係（計3項目）

・心配事や愚痴を聞いてくれる・あげる人
・看病や世話をしてくれる・あげる人（計4項目）

たすけあい
について問7

・飲酒・主観的健康感・幸福感（2項目）
・抑うつ（2項目）
・喫煙習慣・現在治療中の疾患（2項目）

健康について問8

・認知症がある人がいるか
・相談窓口を知っているか

認知症相談窓口
の把握について問9

1．ニーズ調査で評価できる項目は何か

赤字:フレイルの評価に活用可能な基本チェックリスト項目（うつを除く20項目）

身体機能・
外出

栄養状態・
口腔機能

認知機能・
IADL

社会参加

社会的ｻﾎﾟｰﾄ・
ﾈｯﾄﾜｰｸ

ｳｪﾙﾋﾞｰｲﾝｸﾞ
既往歴

認知症



うつ項目

ニーズ調査項目によるフレイルの評価

出典:東京都健康⾧寿医療センター．PDCAサイクルに沿った「通いの場」の取組を推進するための手引き

●うつ5項目を加えることで、
ニーズ調査版基本チェックリスト
によるフレイルの評価が可能

18.5未満

✓25項目のうち、 の該当数を合計し、
8項目以上該当をフレイルと評価する。

Satake S et al., J Am Med Dir Assoc, 2017.

✓①～③、⑥～⑧は、 と 両方
を「該当あり」としてもよい。

※両方を該当ありとした方が要介護認定の予測力がやや高い
Watanabe R et al., Geriatr Gerontol Int, 2022.



Tsuji T et al., Geriatr Gerontol Int, 2018
辻大士. JAGES Press Release NO: 151-18-15

参考:基本チェックリスト10項目で評価可能な「要支援・要介護リスク評価尺度」

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
項
目
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2．実態把握や効果評価に活用できる既存データは何か:一例

赤字:効果評価にも活用●基本情報
• 高齢化率
• 独居高齢者割合
• 高齢者のみ世帯の割合
• 要支援・要介護認定率
• 性・年齢調整済み要支援・要介護認定率
• 認知症高齢者の割合（日常生活自立度Ⅱ以上等）
• 介護が必要になった要因
• 基本チェックリストの各領域ごとの該当割合・フレイル該当割合
• 後期高齢者の質問票でのフレイル該当割合 など

●通いの場
• 通いの場の数
• 参加人数・参加割合
（全体、年齢階級別:前期/後期、状態別:健常自立/フレイル/要支援・要介護別）
• タイプ・活動内容・運営主体
• 新規参加者の受け入れ状況 など

「見える化」システムから

介護保険情報から

過去のニーズ調査から

KDBデータから

「見える化」システムから

関係部署・職員から



清野ら, 日本公衆衛生雑誌, 2024

通いの場等の効果評価のロジックモデルと評価指標

3．大・中・小目標に対応する評価指標とロジックモデルをどう整理するか
効果が現れるまでの期間は指標によって異なる→ロジックモデルによる整理が大切

楽しみ、
意欲など

ニーズ調査必須項目に含まれる ニーズ調査に一部含まれる

本ロジックモデルは、あくまで一例。目的によってアウトカムは異なるので、
目的に応じたロジックモデルの構築・指標選定が重要。
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ニーズ調査に含まれていない項目の中で、

評価指標として活用可能な項目の例を

本資料の最後に付録として添付しています。

必要に応じてご参照ください。
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4．収集データ・情報から、どう地域アセスメントし、計画を立てるか

①データを集約して可視化（表＜グラフ＜地図）

②ステークホルダーによる主観情報（肌感覚）も交えて、強み・弱み、課題、
必要な取り組みを整理

R4＋:大きい方が良好
－:小さい方が良好例 A地区市全体

70％68%＋幸福度, 高い

35％34%－フレイル, あり

78％77%＋運動習慣, あり運
動 29％27%－運動機能, 低い

7％8%－10食品, 3つ以下栄
養 26％25%－口腔機能, 低い

10％10%－閉じこもり, あり

社
会

11％12%＋通いの場, 参加

44％42%＋社会参加, あり

78％75％＋互酬性規範, あり

26%29%独居基
本 31%34%高齢者世帯のみ

R7

A地区市全体

③定点観測



個別課題
(個人要因や家族の課題）

共通する
地域課題

地域課題抽出から戦略策定までのプロセスイメージ

a b c d e f g h i j k l

地域課題Ⅰ 地域課題Ⅱ 地域課題Ⅲ

解決の優先順位の設定と解決のための戦略策定

住民調査

住民特性、地域の強み、様々な地域課題、住民ニーズの抽出

地域ケア会議
(推進会議)

マ
ク
ロ
の
視
点

ミ
ク
ロ
の
視
点

事例

住
民
の
声
・
地
域
ケ
ア
（
個
別
）
会
議
・

協
議
体
等

日
常
生
活
圏
域
ニ
ー
ズ
調
査
・KD

B

等

認知症施策

地域ケア会議
(圏域会議)

生活支援
協議体

行政の政策と
しての検討

在宅医療・
介護連携

その他の
会議体

植田作成 東京都介護予防・フレイル予防推進支援センター 研修会資料を一部改変
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東京都北区での例 ①調査からの課題検討

全区レベル圏域レベル

2021年郵送調査

地域（区／圏域）が区共通の基準と比較してどうかを示している。
2025年調査でどう変化したかを確認。 17



解決すべき課題
（解決できる問題）

アセスメントデータ

項目 補足
（強み/弱みの根拠等）

弱み
（＝問題）

強み
（活用/強化ポイント）

主観的情報調査データ
客観的データ

通いの場

住民特性

人々の暮らし

地理的環境

住民活動・社
会参加活動

保健医療と
社会福祉

②客観的・主観的データ等を用いた地域アセスメント
東京都介護予防・フレイル予防推進支援センター 研修会資料を一部改変

調査データ・既存データと主観的情報を集約して、強み・弱みを整理し、
解決すべき課題に優先順位をつける
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項 目
通いの場 通いの場参加率男性3.7％女性

11.1％（地域差なし）

上十条5丁目、十条仲原3.4丁目は包

括から遠い（横断歩道が限定的。歩

道橋が必要）

十条仲原3丁目に集いの場がない

通いの場 十条仲原3丁目の社会的孤立該当

者男性68.9％女性32.5％

町会組織が脆弱かつシニアクラブ

なし。地域でキーパーソンとなる

人物が不在

十条仲原3丁目は独居が男女とも

に少ない。家族を含む他世代との

交流がある。
レ

十条仲原3丁目町会会館の老朽

化・建物はあるが集いの場として

使いにくい

通いの場 十条仲原3丁目の通いの場の参加

意向男性5.5％

代々継承された持ち家に暮らす人

が多く、横のつながりが多い。

横のつながりが強いため問題が発

生しても地域で解決できている。

住民活動・社会

参加活動

月1回以上社会参加の割合男性

27.9％、女性43.5％（地域差なし）

伝統行事が継承されている。

人々の暮らし 十条仲原3丁目の閉じこもり男性

7.3％、女性10.2

横のつながりがあるため、訪問して

もらってる可能性がある。

地理的環境 十条仲原1.2丁目には商店街があ

る

駅や商店街が近い地区はわざわざ運

動のために外出をすることが少ない

買物便利、ちょっとしたふれあい

の場 レ

筋力アップにつながる効果的な運

動は行えていない

運動習慣はあるが、運動機能の低

下がある

人々の暮らし フレイル該当率男性33.4女性35.3低

運動機能該当者男性18.9女性28.5

近くに買い物する場所がある 配食弁当の会社が多い・健康づく

り推進店がある（５，６点ある） レ

人々の暮らし 週1回の運動実践者男性73.6女性

77.8

バス路線などの交通の便が良い

保健医療と社会

福祉

疾病別の北区の主要死因2位の心

疾患は都と比べると男女ともに高

い
レ

商店街が近いので揚げ物などの総

菜をすぐに入手できる レ

保健医療と社会

福祉

食品摂取多様性得点3点以下の割

合男性15.8女性6.9（地域差なし） レ

栄養に対しての知識がない人が多

い レ

食品の種類を知らない可能性があ

る レ

栄養の偏りがあるため疾患に繋

がっている 1

保健医療と社会

福祉

口腔機能低下男性23.0女性25.7

（地域差なし） レ

同じものを買っている人が多い

レ

口腔機能が保たれている為食形態

に工夫が少なく済む レ

簡単に食料を買える環境にある

レ

地域アセスメント
データ アセスメント

客観的データ 主観的データ 強み(活用/強化ポイント) 弱み（問題）

解決すべき課題



強み 弱み（問題） 取り組むべき課題

①食品の種類を
知らない可能性がある。

②簡単に食料を買え
る環境にある。

③食に対する関心が
低い（特に男性）

フレイル予防、生活習慣病が減るレベル5
(未来の姿)

さ・あ・に・ぎ・や・か・に・い・た・だ・くを
合言葉にするために
多様な食品を摂取する必要性を知る

レベル4
(将来的な目的)

●●圏域で必要な取組を確立するた
めに会議体を立ち上げる

レベル3
(主たる目的)

食の多様性の関心を高めるために
●●で食のイベント
（お話・試食会）をする。

レベル2
(すぐに行える事)

普及啓発のために、配食業者を集めた
試食会を開催している。

レベル1
(既に行われてい

る事)

栄養の偏りが
あるため疾患
に繋がっている

地域アセスメント 目的（階層化）

①●丁目では独居が男女
ともに少ない。家族を含む
他世代との交流がある。

②買い物便利、ちょっとしたふ
れあいの場

③配食弁当の会社が多い。
健康づくり推進店がある。

④口腔機能が保たれている
ため食形態に工夫が少なく
済む。

⑤▲丁目で配食を行ってい
るグループがある。

着目した結果:
食の多様性

職員間でも
ブレストを実施

Plan



●お店:
・お店の売り上げが少ない時間帯に
まとまった集客がある。

・店やメニューを知ってもらえる。

●職員:重要なステークホルダーに
取組を知ってもらえる

●参加者:割引価格で食べられる

関係するステークホルダーとの連携と広報

Win-Win-Winの関係づくり

協力薬局 協力店舗

Do



強み 弱み（問題）
取り組むべき課題

①単身世帯の増加

②孤立感をもつ人の
割合が高い

③フレイル割合が高い

④困りごとがある人が
多い

⑤通いの場までの
距離が遠い

・近所づきあいが
親密

・住民の健康へ
の関心が高い

・関係機関の
協力が得られ
やすい

A地区に、定期的
に集い、フレイル
予防に取り組める
通いの場が必要

地域アセスメント
通いの場内外でつながりが醸成され、
単身世帯の社会的孤立が予防される。
困りごとも助け合いでカバーし合える。

レベル5
(未来の姿)

フレイル予防が達成される。レベル4
(将来的な目的)

だれもが継続して参加できるフレイル予
防を目的とした通いの場が開設される。

レベル3
(主たる目的)

フレイル予防や通いの場の立ち上げ方に
ついて学ぶ勉強会を行う。

レベル2
(すぐに行える事)

フレイル予防に向けた地域の体制づくりの
ため、中核メンバーが話し合いをする。

レベル1
(既に行われている事)

目的（階層化）

Plan 他の取組例
調査・既存データ 主観的データ 協議・ブレスト
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ニーズ調査の目的②

効果評価
【Check】

できることと、できないことを理解する



ニーズ調査・既存データを活用した効果評価

①個人を追跡しない場合・・・地域レベルの評価

②個人を追跡できる場合・・・事業レベルの評価

②-1 同一集団に繰り返しアンケート調査

②-2 アンケートと異動・介護保険情報等を結合

②-3 上記を両方実施 24

地域全体の実態を把握する定点観測的な評価

→①-1 地域全体がどのように変化したか?

→①-2 施策を実施した圏域では（実施しない圏域と比較して）
どのような効果があったか?

参加者個人への効果評価

→事業（通いの場等）の参加者にどのような効果があったか?



①-1 個人を追跡しないニーズ調査のイメージ フレイル高齢者

令和4年度

65歳以上住民
抽出／悉皆

通いの場
非参加者

通いの場
参加者

フレイル割合
30%

フレイル割合
25%

調査
応答者

郵送調査

フレイル割合
27%

フレイル割合
30%

フレイル割合
20%

通いの場
非参加者

通いの場
参加者

25Q．参加者のフレイル割合25%→20%は、通いの場の効果といえる?

令和7年度

65歳以上住民

調査
応答者

抽出／悉皆

郵送調査

フレイル割合
23%
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①地域全体の実態把握
(%)

フレイルの
割合

通いの場の
参加割合

イメージ図

A. 通いの場の効果とも考えられるが、
元気高齢者が参加するように
なったとも考えられ、確かな結論
が得られない。

①-1 個人を追跡しないニーズ調査の留意点（限界）

地域全体の実態はわかるが、
両者の因果関係まではわからない

例. 要支援者・軽度要介護者の
通いの場参加を促進した結果、
参加群のフレイル割合が、より
高値を示すことも起こり得る。

個人追跡しない場合・・・
調査対象者の構成変化による
見かけ上の改善／悪化を
避けられない。



●事業実施／未実施圏域を比較する

対照地域があると地域レベルでの評価に活用できる

11.0

18.7

13.3

8.8

0

5

10

15

20

25

30

35

R1ニーズ調査 R4ニーズ調査

運動機能リスク者割合（女性）

大田区R1・R4介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果より

(%)

M地区
通いの場数:
5→15

O地区
通いの場数:
30→14

27

個人を追跡しないニーズ調査の活用例:①-2 圏域ごとの比較



ニーズ調査を活用した効果評価

①個人を追跡しない場合・・・地域レベルの評価

②個人を追跡できる場合・・・事業レベルの評価

②-1 同一集団に繰り返しアンケート調査

②-2 アンケートと異動・介護保険情報等を結合

②-3 上記を両方実施 28

地域全体の実態を把握する定点観測的な評価

→①-1 地域全体がどのように変化したか?

→①-2 施策を実施した圏域では（実施しない圏域と比較して）
どのような効果があったか?

参加者個人への効果評価

→事業（通いの場等）の参加者にどのような効果があったか?



②-1 同一集団への繰り返しニーズ調査（イメージ）

通いの場
参加者

通いの場
非参加者

フレイル高齢者

利点:参加による効果評価（事業評価）が可能

課題:追跡が⾧期になると調査からの脱落が増える

フレイル
新規発生

14%

フレイル
新規発生

28%

65
歳
以
上
住
民

抽出／
悉皆

郵
送
調
査

郵
送
（
追
跡
）
調
査

調査
応答者
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5年間で、非参加群ではフレイルの割合が13.7ポイント増加した一方、

参加群では6.8ポイントの増加にとどまった。→半分に抑制

②-1 同一集団への繰り返しアンケート調査による効果評価の事例

野藤悠, 清野諭, 村山洋史, 他. 兵庫県養父市におけるシルバー人材センターを機軸とした
フレイル予防施策のプロセス評価およびアウトカム評価. 日本公衆衛生雑誌 66: 560-573, 2019

478名

478名

●5年後に再度、郵送による追跡調査を実施
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通いの場
参加者

通いの場
非参加者

利点:参加による効果評価（事業評価）が可能。
初回の調査応答者（ほぼ）全員を追跡できる。

課題:群間差が生じるまでに⾧期間を要する。
短・中期アウトカム指標の変化が不明。

新規
要介護認定

10%

新規
要介護認定

20%

65
歳
以
上
住
民

抽出／
悉皆

郵
送
調
査

調査
応答者

要介護認定者

介
護
保
険
情
報
と
結
合
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②-2 アンケートと介護保険情報の結合による評価（イメージ）



Nofuji Y, Seino S, Abe T, et al. Effects of community-based frailty-preventing intervention on all-cause and cause-specific 
functional disability in older adults living in rural Japan: A propensity score analysis. Prev Med 169: 107449, 2023

1.00 

0.53

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

非参加者 参加者

1.00 

0.38

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

非参加者 参加者

新規要介護認定リスク 認知症発症リスク

47%
低 62%

低

背景要因調整済み
*; P<0.05

*

背景要因調整済み
*; P<0.05

*

●2012年の郵送調査データとその後6.8年間の介護保険情報を結合

多
変
量
調
整
済
み
ハ
ザ
ー
ド
比

参加群では、非参加群よりも
新規要介護認定リスクが47%低かった。認知症発症リスクが62%低かった。
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②-2 アンケートと介護保険情報の結合による評価の事例



ここまでの整理:ニーズ調査による効果評価

留意点⾧所概要目的

・事業参加による効果評価
はできない

(調査対象者の構成変化に
よる見かけ上の改善/悪化)

・個人追跡が不要
・地域全体の実態・
変化を把握

・圏域別の比較に
より、地域レベルの
効果評価は可能

同じ地域を対象に、
複数回のニーズ調査
を実施
(連続横断調査)

地域レベルの
実態把握・
効果評価

(個人追跡なし)

・個人追跡
が必須

・分析が
複雑

→アカデミア
との連携

脱落が
生じやすい

事業参加による
効果評価が可能
(短中期的影響)

同じ個人を対象に、
複数回の追跡調査を
実施
(パネル調査)

事業レベルの
効果評価

(個人追跡あり)

・効果が現れる
まで⾧期間を
要する

・短中期
アウトカムの
変化が不明

事業参加による
効果評価が可能
(中⾧期的影響)

個人のニーズ調査
データに、異動・介護
保険情報等を結合
(コホート調査)

上記を補完
し合える上記両方上記両方
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まとめ:ニーズ調査・既存データによる実態把握と効果評価

• 施策の目的に応じたロジックモデルの構築・評価指標の選定が重要。

●効果評価

●実態把握・計画策定

• まずはニーズ調査・既存データを可視化。それをもとに、主観情報も交えて、
地域の強み・弱み、課題、必要な施策、現在地・・・等を合意形成。

1. (ID等によって) 個人を追跡可能なニーズ調査を実施している

2. 同一の指標を用いて繰り返し調査している／郵送調査データと介護保険
情報等を紐づけられる

3. 事業の参加者／非参加者を識別できる 34

• ニーズ調査・既存データによる全市・圏域レベルの継続的な定点観測。
→計画立案や施策改善につながる示唆を得る。

• ニーズ調査の⾧所（地域レベルでの実態把握）と留意点（事業レベル
の評価には限界が伴うこと）を抑えておく。

• 下記条件が整うと、施策の事業レベルの効果評価が可能。



政策的な意義を評価する指標案
通いの場推進の目的は、①住民個人の健康づくりと、②何らか
の支援が必要になっても参加し続けられる選択肢を増やすこと
（地域づくり）の２つ側面があるため、それぞれにおいて、評価
指標を設定することが望まれます。
何らかの支援が必要になっても参加し続けられることを評価する

指標は明示されていませんが、「通いの場における要支援・要介
護認定者の参加率」、「個別の予防のケアプランへ通いの場の
参加が示されている割合」などを指標にするのもよいと考えられま
す。
また、通いの場の目的は「運動機能の維持」だけでなく、住民

同士のつながりを起点とした見守りや互助への発展もあるため、
通いの場内での見守りの実施状況や互助の実践状況などを質
的に捉えることも良いと考えられます。

35

日本能率協会総合研究所，アフターコロナにおける通いの場の展開ハンドブック，2024 執筆担当 植田

参考
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付録

ニーズ調査項目以外で、
評価指標として活用可能な項目

出典:東京都健康⾧寿医療センター．PDCAサイクルに沿った「通いの場」の取組を推進するための手引き



実際の質問項目:運動頻度

出典:東京都健康⾧寿医療センター．PDCAサイクルに沿った「通いの場」の取組を推進するための手引き



実際の質問項目:食の多様性

出典:東京都健康⾧寿医療センター．PDCAサイクルに沿った「通いの場」の取組を推進するための手引き



実際の質問項目:役割期待

出典:東京都健康⾧寿医療センター．PDCAサイクルに沿った「通いの場」の取組を推進するための手引き



実際の質問項目:精神的健康

出典:東京都健康⾧寿医療センター．PDCAサイクルに沿った「通いの場」の取組を推進するための手引き



実際の質問項目:社会的ネットワーク

出典:東京都健康⾧寿医療センター．PDCAサイクルに沿った「通いの場」の取組を推進するための手引き



実際の質問項目:ソーシャル・キャピタル

出典:東京都健康⾧寿医療センター．PDCAサイクルに沿った「通いの場」の取組を推進するための手引き


